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インクルーシブ教育研究の論点整理 

―インクルーシブ教育の4つの要素に基づいて― 

 
伊藤 駿 

 
 
 
 
 
1. はじめに 

 
 本稿の目的は，障害者権利条約を日本が批准して以降のインクルーシブ教育研究に焦点

を当て，今後の研究の蓄積に向けた論点整理を行うことにある。インクルーシブ教育研究は，

2010 年代に入るまでほとんど認知されていなかったが，2012 年に「共生社会の構築に向け

たインクルーシブ教育システム構築に向けた特別支援教育の推進」が文部科学省に答申さ

れたことを受け，2013 年以降，インクルーシブ教育と名のついた研究が急に蓄積されはじ

める。論文データベースの cinii で検索をしてもその蓄積スピードの著しさは明らかである

（図 1）。 

  
ところで，インクルーシブ教育とは，どのような教育，学級の状態を指すのであろうか。

例えば堤（2018, p.58）はその定義を「エクスクルーシブ教育（排除的教育）の対概念で，

障害，人種，国籍，言語，宗教，虐待，いじめ，貧困といった多様な理由による社会的に周

図 1 インクルーシブ教育研究の蓄積 
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縁化されやすい子どもとそうでない子どもとが地域の学校で『ともに学ぶ』教育のこと」と

述べる。他方で，合理滝配慮を欠いた状態での通常学級への統合は「ダンピング」（堀家 2002, 
p.338）でしかないことは言うまでもない。これらのことを踏まえれば先の堤の定義に加え

て必要な配慮が提供されること，という視点が必要であろう。 
 しかしながら，これまで日本を含む世界中で具体的なインクルーシブ教育の姿を追求し，

その定義づけが試みられてきたが，現在のところ明確なインクルーシブ教育の定義は存在

していないことも指摘されている（野口 2015）。それは，各国，各地域の状況や歴史的背景

が異なることで，インクルーシブ教育自体もそれぞれの文脈が重視され，実践が展開されて

いるためである（Florian 2009）。日本では障害のある子どもとその親が通常学校への就学

を希望し実現させてきたという歴史的背景を重視し，通常学級への就学を前提としたイン

クルーシブ教育を想定する「共生共学派」と先の文部科学省の答申を受け，特別支援教育の

延長線上でインクルーシブ教育を捉え，通常学級と異なる場での教育も容認する「分離肯定

派」の分断が国内においても継続している（長瀬 2002, 佐藤 2015）。 
 そこで本稿では，インクルーシブ教育に明確な定義がないことを認識しつつ，インクルー

シブ教育の 4 つの要素として指摘されている「教育の場」「参加」「達成」「支援」に着目し，

先行研究の整理を行う（Ainscow and Miles 2015, Scottish Government 2017）。なお本稿

では基本的に日本の事例に着目した研究を優先して検討するが，特に 3 項の達成について

は国外での研究の蓄積が著しいため国外事例が中心となっている。そのうえで，インクルー

シブ教育の論点整理を行い，今後の求められるインクルーシブ教育研究の方向性を示すこ

とをめざす。 
 
2. 先行研究の検討 
 
1) 教育の場 
 インクルーシブ教育の場，つまり「どこで教育をするのか」（Slee 1999）という問いをめ

ぐっては，先にも述べたとおり，通常学級での教育を前提として捉える「共生共学派」と子

どもの特別な教育的ニーズに応答するためには通常学級とは異なる場での教育を容認する

「分離肯定派」，それぞれにおいて研究が蓄積されてきた。しかし，戦後から 1990 年頃ま

では子どもの障害は子ども自身に起因するという医療モデルが採用されていたため，分離

肯定派からの研究蓄積が顕著であった（志水・髙田・堀家・山本 2014）。そうした中，堀

（1997）が戦前から続く障害児を取り巻く教育制度や実践について精緻に整理を行い，子

どもの権利保障のため，統合教育に向けた道程を示したことを嚆矢に，共生共学派からの研

究も徐々に蓄積されるようになった。ただし，この分離肯定派と共生共学派の間にある分断

は架橋されることなく，それぞれがそれぞれの理念に基づいて研究が蓄積されている（佐藤 
2015）。 
 こうした状況の中で，日本のインクルーシブ教育システムが包摂的かというラディカル
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な問いを立て，障害者権利条約の和文訳を分析した研究として原田（2016）がある。原田

は，先の文部科学省（2012）が，インクルーシブ教育を提唱したサラマンカ宣言が有してい

た意味内容を矮小化させていると指摘した。本項の教育という場に照らせば，サラマンカ宣

言において， “general education system”と記された内容を「教育制度一般」と訳出するこ

とによって，通常学級とは異なる場での教育を前提とする特別支援教育もインクルーシブ

教育の一つと解釈したことがそれにあたる。また長瀬・東・川島（2012）によれば，国連の

「障害者権利条約に関する特別委員会」においては第 8 回委員会まで，general education 
system には特殊教育を含まない通常教育システムの意味で用いられていたという。なお日

本は第 7 回委員会において，「一般教育制度」から「一般」を削除することを提案するもの，

それは否決されている。しかし，中国などの数カ国が general education system に，特殊

教育を含まない場合はその条約に同意できないという強硬姿勢を示したことによって，特

殊教育を含むという前提の解釈が容認されたと指摘している。 
 他方で，学校教員から，障害のある子どもも通常学級で学ぶべきである，もしくは学ぶこ

とに意味があるという指摘もされてきた（片桐 2009, 木村 2015）。また特別支援学級を設

置せず，通ってくる子ども全員を通常の学級で教育する大阪市立大空小学校を取り上げた

映画『みんなの学校』も同様のことを発信しているといえよう。『みんなの学校』では，発

達障害に限らず「生きづらさ」を抱えた児童が共に学ぶ中で，お互いの意識を変容させてい

く様子が取り上げられている。 
 こうした研究から垣間見えるのは，共生共学派と分離肯定派，それぞれがインクルーシブ

教育の実現に向けた論理を有しているということである。前者は，通常学級への就学が子ど

もの学習権であり，インクルーシブ教育で保障されるべきであることと捉える一方で，後者

は，子どもの特別な教育的ニーズに応答することが学習権の保障であり，インクルーシブ教

育で目指されるべきというのである。 
 
2) 参加 
 1 節で述べたようにインクルーシブ教育においては，障害をはじめとする特別な教育的ニ

ーズを有する子どもたちが単に「通常学級にいる」というのではなく，通常学級で行われる

様々な活動に参加できるようにすることが必要である。もちろん特別支援学校といった通

常学級と異なる場での教育についても検討すべきであろうが，特別支援学校においては子

どもたちの特別な教育的ニーズに応答するために個別もしくは少人数での教育が行われる。

本項では，あくまで通常学級の中に障害等を有する児童が「参加」していく様子を明らかに

した研究に焦点を絞る。 
 まず堀家（2002）は，脳性麻痺による肢体不自由を抱えた児童，健司（仮名）が通常学級

で教育を受ける様子をエスノグラフィーとして描き出した。そのうえで教師，健司，介助員

それぞれのストラテジーを明らかにし，健司が学級内で抱える社会的不利益がいかにして

生成されるのか，ということを考察している。その結果，健司の社会的不利益は自身が固有
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に抱える器質的な機能不全や能力障害に帰せられるものではなく，周囲の人々のまなざし

や，その認識に基づいて健司が受ける差別的な処遇のことであることを明らかにした。つま

り，学級の活動に参加できるか否かは，障害児個人ではなく，周囲との相互作用の中で決定

されるということができよう。 
 また，佐藤（2018）は全盲児（健太：仮名）が在籍する通常学級をフィールドに，健太と

加配教員，そして担任教師の関係性に着目し，健太が学級内でメンバーシップを獲得してい

く様相を緻密に分析した。その結果，加配教員が担任教師の一部業務を代わりに担い，それ

によって空いた時間を担任教師が健太に関わる時間に充てることによって，健太は他の児

童と同様の処遇を受け，学級内でのメンバーシップを獲得していったと解釈している。つま

り「障害児―加配教員」という関係性が開放され，健太は他の児童と同様，学級メンバーの

１人である，という「見かけ」が作り出されているのである。 
 最後に日本の事例を対象にしたものではないが，英国 4 地域の学校を対象にし，そのイ

ンクルーシブ教育実践を「参加の枠組み」（Framework for Participation）から分析した

Florian et al.（2017）の試みを検討したい。この研究では，参加を「アクセス（Access）」
「協働（Collaboration）」「達成（Achievement）」「多様性（Diversity）」という 4 つの観点

に分け，それぞれの要素を構成する問いを提唱している。単純に学級の中にいるだけでなく，

カリキュラムへアクセスできているのか，そしてそのアクセスは他者との協働を伴い，期待

通りの成長を遂げられているのか，という参加の質を考察している。こうした枠組みは，本

書でも述べられている通り，多国間，多地域間比較をする時の比較枠組みとしても用いるこ

とも可能になると考えられる。 
 参加という観点での研究を鑑みれば，その参加を規定するのは「参加する子ども」やその

子どもに付随する特別な教育的ニーズではなく，むしろその周囲を構成する教師や子ども

という人々や，カリキュラムやハードな学校環境によって規定されることが大きい。そう考

えれば，そうした周囲のアクターや環境と特別な教育的ニーズを有する子どもたちの間で

どのような相互作用が起こり，包摂／排除へとつながっていくのか，ということを検討して

いくことが必要だと考えられる。 
 
3) 達成 
 インクルーシブ教育の達成，つまり教育効果と言い換えられる研究も近年蓄積されてき

ている。特に国外においては，インクルーシブ教育が教育政策の主眼と置かれるために，そ

の効果測定として研究が行われてきた。 
 例えば，Sermier-Dessemontet et al.（2012）は 34 名ずつ，「完全にインクルードされた」

知的障害児と「完全に分離された特殊学校に通う」知的障害児を 2 年間追跡調査し，学力

（読み書きおよび計算）と規範的な行動がどのように推移するのかを検証した。その結果，

完全にインクルードされたグループのほうが，読み書きにおいては若干高い傾向を示し，計

算及び規範的な行動には差がなかったことを報告している。 
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 他方で，オランダの事例研究を行った Ruijs（2017）は，初等学校と中等学校において，

特別な教育的ニーズを有する子どもが在籍することによって周囲の子どもの学力にいかよ

うな影響があるのか，ということを量的に検証した。その結果，特別な教育的ニーズを有す

る児童生徒の有無は，周囲の児童の学力に対して有意な影響力を持っていないと結論づけ

ている。またその影響は特別な教育的ニーズの種類（行動障害や視覚障害など）にも関係は

認められなかった。それまでの教育経済学の研究においては，逸脱的な行動を呈する児童生

徒が学級に参入すると，他の児童の学力が低下するという言説が有力だった中（例えば，

Carrell and Hoekstra 2007, Figlio 2007, Neidell and Waldfogel 2010）で，必ずしもそう

した結果が得られるとは限らないということを示した。 
 上記の研究の他にも，認知的・非認知的を問わず学力に基づく効果測定は行われてきたが

（Friesen et al. 2010, Kristofferson et al. 2015, Gottfried 2014, Hanushek et al. 2007），
こうした状況に対してインクルーシブ教育が有していたコンセプトではなく，エフェクテ

ィブであるか否かが議論になってしまっているという指摘もされている（Topping 2012）。
こうした批判は，堀（2018）の指摘するインクルーシブ教育のプラグマティックな正当化

にすぎないと解釈することもできよう。また，Armstrong et al.（2010）は教育予算の削減

のために，特殊学校を廃止するリーズニングとしてインクルーシブ教育が推進されている

という側面も認識しなければならないと指摘する。ただし，日本において先にレビューした

ような学力に基づくインクルーシブ教育の効果検証が驚くほど行われていないことにも注

意を要する。そうした「露骨な」研究を行うことの倫理的是非はともかく，国外と比較した

時に明確なエビデンスを欠いた議論が行われている現れとも捉えられよう。 
 こうした状況を考えれば，そもそもインクルーシブ教育の達成をいかに捉えるのか，とい

う議論がまず必要である。しかしそのためには，1 節で述べたとおりインクルーシブ教育の

定義を行うことが不可欠である上，いかにして測定するのか，という問題が浮上する。例え

ば，前項でみた Florian らの研究のように参加の度合いという観点でそれを測定することが

できるだろうが，Florian らの研究は実践の評価にすぎず，そうした実践の中で子どもたち

がどのような成長を遂げたのか，という点は明らかにすることはできない。 
 
4) 支援 
 さて，本節の最後に支援をキーワードとする研究を検討していこう。支援に関する研究は，

教科教育における具体的な支援方法の検討だけでなく，そもそも支援を行き届かせること

に伴うジレンマやそれを克服する学校文化の諸相が検討されてきた。本来であればユニバ

ーサルデザインにはじまる画一的な支援もここでは検討すべきであろうが，紙幅の都合上

個別的な支援に限って検討していく。 
 そもそも日本の学校においては特定の児童生徒を「特別扱い」しない学校文化が指摘され

てきた（志水・清水 2001）。他方，特定の児童生徒を支援するために教員加配が行われてい

る。こうした状況の中で，インクルーシブ教育については，「形式上」特別支援学級に所属
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し，支援学級の担任を確保し，実際には通常学級で「支援員」として活用することがある（三

井 2015）。しかし加配教員をめぐっては，三好（2014）が指摘するように，支援員が特定

の要支援児童生徒につきっきりになることによって，その児童生徒も異質な存在になって

しまうこともある。こうした状況は Minow（1985）が指摘する「差異のジレンマ」と同様

の状況と解釈することができよう。こうした状況を打破する可能性を追究した研究として，

二羽（2015a）や原田（2018）の研究があげられる。二羽（2015a）は，合理的配慮をはじ

めとする，個人の差異を個人に帰属させた上で不平等を是正しようとする取り組みでは，ジ

レンマを乗り越えることはできず，むしろ学級や部活集団といった集団に差異を帰属させ，

それに伴う不平等やスティグマの問題の解決を集団として志向することがジレンマを乗り

越えることにつながると指摘した。また原田（2018）は大阪市立大空小学校の事例から，学

校内の成員間によって生成される差異を「障害」として児童個人に帰属させるのではなく，

教員集団全体としてジレンマを引き受け，共に解決しようとする姿勢が差異のジレンマを

超克する可能性を有していると指摘した。 
 こうした研究を踏まえれば，いかにして児童の差異を，排除の理由にせず包摂する志向を

有することができるか，ということが重要な視点になる。これに対して，非排除的な学校へ

の変容を明らかにした研究として二羽（2015b）があげられる。二羽（2015b）は，学校外

部の組織（教職員組合）などが醸成した包摂的な学校文化が個々の学校に浸透していくこと

で，地域の小学校全体が包摂的な学校文化を有するようになったと指摘している。他方，久

保田（2018）は若手教員が包摂的な教育実践を「実践上」継承する一方で，その原則や歴史

的背景が薄れることによって，「あやうさ」になっていることを指摘している。 
 さて本項で得られた知見を踏まえると，いかにして児童同士の差異を集団として引き受

ける（≒認め合う）のか，ということが学級内での支援を可能にするキータームになってい

ると考えられる。先の三好（2014）を踏まえれば，支援員が差異を顕在化させる存在ではな

く，いかにして「そこにいるのが当たり前」となるのか，ということは重要な問いであろう。

また，久保田（2018）が指摘した若手教員への継承という点も今後追究されていく必要が

ある。加えて，成員間の差異を集団として引き受けるということがインクルーシブ教育の重

要な点である中で，その集団は教員集団だけではなく，子ども集団やひいては学校の外にあ

る大人集団にも通じよう。周囲の児童が「特別な教育的ニーズ」をどのように認識している

のか，また特別な教育的ニーズを有する児童が学級内にいることを保護者や周りの大人が

どのように考えているのか，ということは，差異を集団として引き受けるという営みにおい

て重要であることは想像に難くない。 
 
3. 論点整理 
 
 さて，本稿ではインクルーシブ教育に関わる先行研究を渉猟し，その内容を検討してきた。

それぞれのインクルーシブ教育の要素ごとに求められる研究については，上記で述べてき
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たが，ここで改めてその内容を振り返るとともに，研究の論点を整理していこう。 
 まず教育の場という点で，通常学校，通常学級への就学が特別な教育的ニーズを有する子

どもも含め，子どもの権利であるという立場（共生共学派）と子どもの有するニーズに応答

することが学習権の保障であるという立場（分離肯定派）それぞれの立場が存在し，それぞ

れの信念に基づいた研究が蓄積されていた。前節 3 項で参加について検討した際，特別な

教育的ニーズを有する児童の参加度合いは，その児童自身ではなく，周囲によって規定され

ることを指摘した。その時，先の分離肯定派がこれまでに通常学級と異なる場において子ど

もたちのニーズに応答するために蓄積してきた知見が，ひいては通常学級への参加を高め

ることにも寄与できるのではないだろうか。こうした教育の場をめぐる議論を統合・架橋し

ていく研究は，学術界だけでなく実践の場に対しても有用な知見を提示していくことがで

きるだろう。 
 また達成や支援という点では，インクルーシブ教育のアウトカムをいかに想定するのか，

特に認知的・非認知を問わない学力にその議論を終止させることなく，検討していくことが

必要である。そう考えれば，例えば特別な教育的ニーズを有する子どもと周囲の子どもたち

の関係性が卒業後どのように変化する／しないのか，といった長期的な研究から，帰納的に

インクルーシブ教育のアウトカムを検討していくことも可能であろう。そしてそのために

いかなる支援が要求されるのか，という教育技術論的研究や，その支援を提供することに伴

う差異のジレンマをどのように受け止めていくのか，という研究も求められている。また，

障害に限らず，マイノリティの子どもたちの学習権を保障する議論では，いかに支援をして

いくのかという点は避けて通れない。他のマイノリティと比較しても，障害のある子どもた

ちに対する研究は蓄積されており，そこから得られる知見を援用していくことはひいては

他のマイノリティの子どもたちの教育課題にも言及しうると考えられる。ただし，学校の置

かれた状況，また国や地域ごとの状況によって，「誰がマイノリティか」ということは変わ

ってくるだろう。単純に数的少数派というだけでなく，不利な立場に置かれている子どもた

ちを含めた全ての子どもたちにとっての学習権をいかに保障することが可能になるのか。

インクルーシブ教育は単に障害のある子どもを対象とするのではない，という言説はよう

やく広がりを見せはじめた。本稿で見てきたとおり，インクルーシブ教育をめぐっては様々

な立場，イデオロギー的対立とも読み替えられる状況が続いている。ポジショントークに終

始する議論ではなく，それぞれの立場で蓄積された研究知見を統合し，通常学級内でのニー

ズの応答可能性を高めていくことが必要なのではないだろうか。 
 最後に，本稿では，インクルーシブ教育に関連する研究を渉猟したと標榜しつつも，特に

教育技術論的研究や特別支援学校における実践研究などは検討することができていない。

この点は今後の課題としたい。 
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